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２．平成３０年度予算規模

【単位：千円】

増減額
（A-B）

前年度比
（％）

392,000 7.2

△ 382,000 △ 19.5

19,250 1.8

15,000 10.9

△ 9,000 △ 2.2

△ 149,000 △ 62.1

△ 30,900 △ 35.9

△ 62,281 △ 11.4

△ 206,931 △ 2.1

１．予算編成方針

　滑川町全体の予算規模

一 般 会 計

平　　成　　３０　　年　　度　　予　　算　　概　　要

240,000

　平成30年度予算編成につきましては、「平成30年度予算編成方針」及び「第5次総合振興計画前
期基本計画」に基づき、予算編成を進めてまいりました。本年度においても健康づくり事業や子育
て支援としての学校給食の無償化事業、こども医療費の18歳までの無料化事業を堅持し、生活環
境面においては社会資本整備総合交付金事業にも引き続き取り組んでまいります。
　さらに、本年においては懸案であった、防災行政無線のデジタル化の推進、街路灯のLED化を
始めとした、『安全・安心なまちづくり』のための諸政策を前進させて行きます。
  依然厳しい財政状況の中、総体的には財政健全化を目指した歳出削減に努めた予算編成としま
した。

1,962,0001,580,000

水 道 事 業 企 業 会 計

394,000

　③財政調整基金の取崩額　　 　　　７４００万円　　  （前年度比　　△6800万円、△47.9％減）

　　　　　９６億7079万４千円　（前年度比　△２億6９３万１千円、△２．１％の減）

浄化槽事業特別会計

1,072,746

下水道事業特別会計 403,000

86,000

区 分

5,430,000

平成２９年度
（B)

5,822,000

平成３０年度
（A)

介 護 保 険 特 別 会 計

55,100

9,670,794合 計

国民健康保険特別会計

91,000農業集落排水事業特別会計

152,000

1,091,996

484,698

後期高齢者医療特別会計

　④地方債の発行額　　　　　　  　５億７８５２万２千円 （前年度比  ２億9580万8千円、104.6％増）

546,979

9,877,725

137,000

（１）一般会計の概要

　①一般会計の予算額　　　　５８億２２００万円　　（前年度比　3億9200万円、7.2％増）

　②投資的経費の予算額　　　  　4億２３６７万９千円 （前年度比  2億7045万7千円、176.5％増）
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【概要】

　　　・住宅用太陽光発電システム設置事業補助金

　　　・団体営両表・大木地区土地改良事業補助金　　　　　　　　

　　　・団体営羽尾中部地区土地改良事業補助金　　　　　　　　

　　　・上福田土地改良区事業補助金　　　　　　　　

　　　・公共施設等適正管理推進事業舗装修繕等工事　　　　　　

　　　・社会資本整備総合交付金事業道路等工事　　　　　　

　　　・跨高速道路橋詳細調査等負担金　　　　　

　　　・防災行政無線デジタル化等整備工事

　　　・月の輪小学校等ＰＦＩ事業経費（施設整備分）

　　　・比企広域市町村圏組合（斎場及び霊柩車事業）負担金

　　　・小川地区衛生組合塵芥処理費負担金　　　　　　　　

　　　・埼玉中部資源循環組合負担金　　　　　　　　　　　

　　　・ＬＥＤ街路灯賃貸借料　　　　　　　

　　　・比企広域消防組合常備消防負担金　　　　　　　　　　　

③その他

　　　　　　　　　　職員数　　　１２６人

　　　　　　　　　　管理職手当   　　  　    　　１２０６万円

２億７４５０万円

１４００万円

６７８万２千円

　４５０万円

　５０６万円

２億７７３９万６千円

①経常経費

　　　・職員人件費　　　　　３４１万円増　（特別会計除く）

②投資的経費

　２３８万５千円

　　　・扶助費　　　　　　　　　 ８６４７万３千円増

　　　・公債費　　　   　　　　　△３９４万７千円減

　　　　　　　　　　地域手当（6％）　　　　　　　２６９５万４千円

２４００万円

　２００万円

２６５９万５千円

　平成３０年度の一般会計の予算規模は、５８億２２００万円で前年度の５４億３０００万円に比べ３億
９２００万円、率にして7.2％増の予算となりました。増額の要因としては、防災行政無線デジタル化
等整備工事、公共施設等適正管理推進事業舗装修繕等工事の実施や、社会資本整備総合交付
金事業道路等工事、保育所保育実施委託料の増額などですが、団体営両表・大木地区土地改良
事業補助金、団体営羽尾中部地区土地改良事業補助金については減額となっております。
　低迷する経済状況を踏まえ歳出削減に取り組む中、歳入歳出の不足額については、財政調整基
金から７４００万円を繰り入れました。

【増減要因】

５０００万円

１億４３０２万円

　３４０７万６千円

１７２万８千円
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３　一般会計予算の状況

（１）歳入予算の概要 【単位：千円】

予算額（A) 構成比 予算額（B) 構成比

2,921,505 50.2 2,920,675 53.8 830 0.0

92,457 1.6 83,364 1.5 9,093 10.9

3,079 0.1 3,462 0.1 △ 383 △ 11.1

9,826 0.2 6,274 0.1 3,552 56.6

13,548 0.2 8,448 0.2 5,100 60.4

350,840 6.0 306,850 5.7 43,990 14.3

72,109 1.2 70,595 1.3 1,514 2.1

43,822 0.7 28,246 0.5 15,576 55.1

21,437 0.4 17,689 0.3 3,748 21.2

321,500 5.5 325,500 6.0 △ 4,000 △ 1.2

3,100 0.1 2,900 0.1 200 6.9

109,729 1.9 101,086 1.9 8,643 8.6

65,423 1.1 61,136 1.1 4,287 7.0

623,080 10.7 565,992 10.4 57,088 10.1

360,328 6.2 338,935 6.2 21,393 6.3

15,825 0.3 15,832 0.3 △ 7 △ 0.0

104 0.0 104 0.0 0 0.0

74,000 1.3 142,000 2.6 △ 68,000 △ 47.9

100,000 1.7 100,000 1.8 0 0.0

41,766 0.7 48,198 0.9 △ 6,432 △ 13.3

578,522 9.9 282,714 5.2 295,808 104.6

5,822,000 100.0 5,430,000 100.0 392,000 7.2

町 税 ……

繰 入 金

【歳入の主な増減内容】

平成２９年度平成３０年度
区 分

増減額
（A-B）

　町民税では、納税義務者数の増加や法人税割の減収分を見込みま
した。固定資産税については、家屋や償却資産の減により減収を見込
んでいます。また、町たばこ税については増収となっています。
　全体では前年度比８３万円の増額となりました。

寄 附 金

合 計

町 債

諸 収 入

財 産 収 入

繰 越 金

交通安全対策特別交付金

株式等譲渡所得割交付金

配 当 割 交 付 金

地 方 交 付 税

地 方 消 費 税 交 付 金

県 支 出 金

地 方 特 例 交 付 金

国 庫 支 出 金

利 子 割 交 付 金

町 税

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地 方 譲 与 税

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

前年度比
（％）
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地方特例交付金 ……

地 方 交 付 税 ……

分担金及び負担金 ……

国 庫 支 出 金 ……

県 支 出 金 ……

繰 入 金 ……

町 債 ……

【町税の内訳】 【単位：千円】

予算額（A) 構成比 予算額（B) 構成比

1,232,800 42.2 1,229,150 42.1 3,650 0.3

968,500 33.2 944,500 32.3 24,000 2.5

264,300 9.0 284,650 9.8 △ 20,350 △ 7.1

1,483,535 50.8 1,488,535 51.0 △ 5,000 △ 0.3

44,370 1.5 45,190 1.5 △ 820 △ 1.8

160,800 5.5 157,800 5.4 3,000 1.9

2,921,505 100.0 2,920,675 100.0 830 0.0

固 定 資 産 税

　地方交付税については、地方税が増収になるという見込みから、国の
予算案が△３２１３億円の減（前年度比△２．０％）となっています。平成
２９年度当初予算額より△４００万円の減額を見込み、３億２１５０万円の
当初予算としています。

町 民 税

　県からの権限委譲に伴う埼玉県分権推進交付金や、放課後児童対
策事業費補助金、重度心身障害者医療費支給事業補助金などの増に
より、前年度比２１３９万３千円の増、率にして６．３％の増額です。

個 人

法 人

　基金からの繰入では、財政調整基金７４００万円の取崩しを見込んで
います。

平成２９年度
区 分

町 た ば こ 税

前年度比
（％）

合 計

平成３０年度

　社会資本整備総合交付金事業債を１８６０万円、防災・安全社会資本
整備交付金事業債を４８０万円、そして、防災無線デジタル化工事の財
源として、緊急防災・減災事業債を２億７４５０万円借り入れるほか、臨
時財政対策債を２億５０４２万２千円等の借り入れを行います。

増減額
（A-B）

　保育所運営費負担金や児童手当負担金、子ども・子育て支援交付
金、防災・安全社会資本整備交付金の増額により、総額で前年度比５７
０８万８千円の増、率にして１０．１％の増額となりました。

　被災地の宮城県松島町に加え、埼玉県後期高齢者医療広域連合へ
の職員派遣を実施します。また庁舎維持管理負担金も増額となってい
ます。これらの要因により、前年度比８．６％、８６４万３千円の増額で
す。

　地方特例交付金については、減収補てん特例交付金（住宅ローン減
税分）があります。これは、住宅借入金等税額控除による個人住民税の
減収を補てんするために創設されたものです。平成２９年度交付実績
額と平成３０年度地方財政対策による増減率（前年度比１６．３％）より、
２１４３万７千円を見込んでいます。

軽 自 動 車 税
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①目的別 【単位：千円】

予算額（A) 構成比 予算額（B) 構成比

94,224 1.6 94,338 1.7 △ 114 △ 0.1

723,776 12.4 706,405 13.0 17,371 2.5

1,875,461 32.2 1,800,144 33.2 75,317 4.2

532,642 9.2 524,020 9.7 8,622 1.6

183 0.0 186 0.0 △ 3 △ 1.6

188,347 3.2 213,774 3.9 △ 25,427 △ 11.9

25,705 0.5 20,352 0.4 5,353 26.3

326,857 5.6 276,070 5.1 50,787 18.4

573,177 9.9 306,137 5.6 267,040 87.2

793,563 13.6 796,652 14.7 △ 3,089 △ 0.4

13 0.0 13 0.0 0 0.0

671,921 11.5 675,868 12.4 △ 3,947 △ 0.6

322 0.0 252 0.0 70 27.8

15,809 0.3 15,789 0.3 20 0.1

5,822,000 100.0 5,430,000 100.0 392,000 7.2

0

12

労 働 費

議 会 費

諸 支 出 金

消 防 費

（２）歳出の概要

土 木 費

合 計

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

公 債 費

前年度比
（％）

民 生 費

災 害 復 旧 費

商 工 費

増減額
（A-B）

平成３０年度
区 分

平成２９年度

教 育 費

総 務 費

予 備 費

民生費,

1,875,461千円

教育費, 

793,563千円
総務費, 

723,776千円

公債費, 

671,921千円

衛生費, 

532,642千円

消防費, 

573,177千円

土木費,

326,857千円

農林水産業費,

188,347千円

その他, 

136,256千円

平成３０年度款別歳出予算の状況
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議 会 費 ……

総 務 費 ……

民 生 費 ……

衛 生 費 ……

農林水産業費 ……

商 工 費 ……

土 木 費 ……

消 防 費 ……

教 育 費 ……

公 債 費 ……

【歳出の主な増減理由（目的別）】

　土木費では、継続事業である社会資本整備総合交付金事業５０００万
円を計上しています。また新たにＬＥＤ街路灯賃貸借、公共施設等適正
管理推進事業舗装修繕等工事、跨高速道路橋詳細調査等を行いま
す。前年度比５０７８万７千円の増、率にして１８．４％の増です。

　総務費では、固定資産経年異動修正委託料、退職手当組合負担
金、投開票事務従事者賃金の増などにより、総額では前年度比１７３７
万１千円の増、率にして２．５％の増です。

　ため池耐震性点検・ハザードマップ作成業務を実施しますが、伊古谷
沼堤体改修工事、菅田弁天沼下排水路整備工事の終了や、団体営両
表・大木地区土地改良事業補助金、団体営羽尾中部地区土地改良事
業補助金の大幅な減額により、総額では前年度比△２５４２万７千円の
減、率にして△１１．９％のマイナスです。

　小児肺炎球菌、ヒブワクチンを含んだ予防接種委託料が４３５４万３千
円、また高齢者インフルエンザ予防接種委託料をはじめ健康づくり推進
事業費が計上されています。前年度比８６２万２千円の増、率にして１．
６％の伸びです。また、平成３０年度は、子育て支援包括支援センター
の開設、環境基本計画策定（２年目）、水道事業の経営戦略策定にか
かる補助なども行います。

　民生費では、保育所保育実施委託料が１億３７５２万７千円、放課後
児童対策事業委託料が１５１０万６千円、国民健康保険特別会計繰出
金が５８０万７千円の増額となっており、全体では前年度比７５３１万７千
円の増、率にして４．２％の増額です。

　平成３０年度は防災行政無線デジタル化等整備工事を行い、前年度
比２億６７０４万円、率にして８７．２％の増です。

　教育費では、退職手当組合負担金、区域外就学委託料、私立幼稚
園就園奨励費補助金等の減により、前年度比△３０８万９千円、率にし
て△０．４％の減です。

　借入に係る元金償還金の６億１８１８万８千円及び利子分の５３７３万３
千円を見込んでいます。

　議会費では、議員年金給付費負担金の減などにより、前年度比１１万
４千円の減、率にして△０．１％の減です。

　企業誘致の奨励等により、前年度比５３５万３千円の増、率にして２６．
３％の増です。

-6-



②性質別分類 【単位：千円】

予算額（A) 構成比 予算額（B) 構成比

1,001,189 17.2 986,986 18.2 14,203 1.4

1,053,156 18.1 1,049,312 19.3 3,844 0.4

22,797 0.4 20,168 0.4 2,629 13.0

1,225,793 21.0 1,139,320 21.0 86,473 7.6

970,936 16.7 962,349 17.7 8,587 0.9

423,666 7.3 153,209 2.8 270,457 176.5

64,000 1.1 40,000 0.7 24,000 60.0

359,666 6.2 113,209 2.1 246,457 217.7

13 0.0 13 0.0 0 0.0

671,921 11.5 675,868 12.4 △ 3,947 △ 0.6

269 0.0 237 0.0 32 13.5

1 0.0 1 0.0 0 0.0

436,450 7.5 426,748 7.9 9,702 2.3

15,809 0.3 15,789 0.3 20 0.1

5,822,000 100.0 5,430,000 100.0 392,000 7.2

人 件 費 ……

扶 助 費 ……

補 助 費 等 ……

普通建設事業費 ……

繰 出 金 ……

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

積 立 金

　人件費は、一般職における給料、地域手当、共済費の減額の一方
で、勤勉手当、その他特別職報酬等の増により、総体的には前年度比
１４２０万３千円増、率にして１．４％の増。

単 独 事 業

　保育所保育実施委託料の１億３７５２万７千円増額により、前年度比８
６４７万３千円増、率にして７．６％の増額です。

補 助 費 等

扶 助 費

前年度比
（％）

維 持 補 修 費

人 件 費

【歳出の主な増減理由（性質別）】

補 助 事 業

物 件 費

平成２９年度
区 分

投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金

公 債 費

　国民健康保険特別会計４９７５万５千円、介護保険特別会計１億４４４
１万４千円、後期高齢者医療特別会計３０１７万８千円、下水道事業特
別会計１億円、農業集落排水事業特別会計５８００万円、浄化槽事業特
別会計１０００万円、水道会計へ消火栓設置工事負担金１２０万円、経
営戦略策定事業補助金１１０万円、土地開発基金へ利子分として５万３
千円の繰出を計上している。

予 備 費

増減額
（A-B）

　民間保育所運営改善費補助金、放課後児童対策事業委託料、保育
所等給食費補助金、早期不妊検査費・治療費補助金、多面的機能支
払交付金等が増額になったため、前年度より８５８万７千円増、率にして
０．９％増。

　防災行政無線デジタル化等整備工事、公共施設等適正管理推進事
業舗装修繕等工事、跨高速道路橋詳細調査等により、前年度比２億７
０４５万７千円増、率にして１７６．５％の増。

平成３０年度

災 害 復 旧 事 業 費

合 計
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４．基金の状況 【単位：千円】

179,015 105,077

42,826 42,828

120,309 120,410

1,209 1,211

321 322

26,978 26,978

1,035 1,136

227,867 227,920

599,560 525,882

※平成２９年度見込額は３月補正予算後の見込み額とする。

５．地方債等の状況

2,274,746 2,225,701

206,509 176,921

147,723 133,800

528,645 489,343

10,560 283,220

1,381,309 1,142,417

3,240,343 3,249,722

12,640 10,120

72,830 54,943

0 0

3,154,873 3,184,659

5,515,089 5,475,423

【単位：千円】

減 債 基 金

平成３０年度
末

残高見込額
区　　　　　　　　　　　　　分

1,840

土 木 債

そ の 他 の 町 債

臨時減収補てん債 0

教 育 債 0

274,500

0

公 共 施 設 整 備 基 金

地 域 福 祉 基 金 1

平成３０年度増減見込額

積立見込額

0

平成３０年度
末

残高見込額

財 政 調 整 基 金

商 工 業 振 興 基 金

平成３０年度増減見込額

0

合　　　　　　計

220,636

618,188

平成２９年度末
残高見込額

臨 時 財 政 対 策 債

学 校 施 設 整 備 基 金

578,522

0

起債発行見込額

241,043

250,422

農 林 水 産 業 債

地 方 債 計

0

0 2,520

238,892

5,000

101 0

0

53

元金償還見込額

0

322 74,000

土 地 開 発 基 金

区　　　　　　　　分

消 防 債

18,923

2

29,588

平成２９年度末
残高見込額

0

減 税 補 て ん 債 17,887

250,422

328,100 377,145

財 源 対 策 債

普 通 債

総 務 債

48,600 87,902

62

取崩見込額

74,000

0

2

101 0

ま ち づ く り 応 援 基 金
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【誰もが生涯安心して暮らせるまちづくり】 （単位：千円） 担　当　課

■ 妊婦健康診査業務委託料 15,000 健康づくり課

■ 予防接種委託料 43,543 健康づくり課

■ 高齢者インフルエンザ予防接種委託料 7,000 健康づくり課

■ 検診・検査（健康診査事業）委託料 16,190 健康づくり課

■ 健康づくり団体補助金 1,827 健康づくり課

■ 養育医療費 1,431 健康づくり課

■ 毎日１万歩運動体力測定委託料 108 健康づくり課

新 ■ 不育症検査費補助金 400 健康づくり課

新 ■ 子育て世代包括支援センター備品 983 健康づくり課

新 ■ 自殺対策推進計画策定業務委託料 1,187 健康づくり課

■ 車両リース料（福祉デマンド交通） 1,306 健康福祉課

■ 町社会福祉協議会補助金 32,056 健康福祉課

■ 子育て支援金 1,000 健康福祉課

■ 児童手当 358,500 健康福祉課

■ こども医療費 65,000 健康福祉課

■ 埼玉県地域子育て支援拠点事業費補助金 7,842 健康福祉課

■ 延長保育促進事業補助金 5,968 健康福祉課

■ 放課後児童対策事業委託料 46,106 健康福祉課

■ 保育所保育実施委託料 462,073 健康福祉課

■ 民間保育所運営改善費補助金 10,860 健康福祉課

■ ファミリー・サポート・センター事業委託料 905 健康福祉課

■ 保育所等給食費補助金 7,076 健康福祉課

■ 障害児通所支援事業給付費負担金 15,882 健康福祉課

■ 障害福祉サービス介護給付費・訓練等給付費 205,549 健康福祉課

■ 自立支援医療費負担金 34,280 健康福祉課

■ 在宅重度心身障害者手当 8,700 健康福祉課

■ 重度心身障害者医療費 42,996 健康福祉課

■ 福祉タクシー利用料金助成事業給付費 820 健康福祉課

■ 自動車燃料費助成事業給付費 3,700 健康福祉課

■ 敬老年金 9,500 健康福祉課

■ 長寿ふれあい温泉入浴補助金 1,360 健康福祉課

■ 老人福祉団体等(シルバー人材センター）活動費補助金 6,000 健康福祉課

■ 一世紀長寿祝金 2,000 健康福祉課

■ 国民健康保険特別会計繰出金 49,755 町民保険課

■ 介護保険利用者負担額支給費 3,782 町民保険課

平成３０年度予算の主な事業
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（単位：千円） 担　当　課

■ 介護保険特別会計繰出金 144,414 町民保険課

■ 後期高齢者医療広域連合市町村負担金 122,603 町民保険課

■ 後期高齢者医療特別会計繰出金 30,178 町民保険課

■ 森林公園年間パスポート券購入補助金 635 産業振興課

【豊かな心と文化を育むまちづくり】 （単位：千円） 担　当　課

■ 学習、生活指導支援員賃金 16,420 教育委員会

■ スクールソーシャルワーカー賃金 503 教育委員会

■ 英語指導助手派遣委託料 12,831 教育委員会

■ 月の輪小学校等PFI事業経費（施設整備分） 34,076 教育委員会

■ 月の輪小学校維持管理委託料（PFI事業分） 13,608 教育委員会

■ 月の輪小学校ＰＦＩ事業モニタリング業務委託料 1,800 教育委員会

■ プレハブ校舎等借上料（宮小） 23,847 教育委員会

■ 空調設備等借上料（宮小） 6,558 教育委員会

■ 空調設備等借上料（福小） 4,915 教育委員会

■ 空調設備等借上料（月小） 6,260 教育委員会

■ プレハブ校舎等借上料（滑中） 20,034 教育委員会

■ 空調設備等借上料（滑中） 6,558 教育委員会

■ 園児用バス運転業務等委託料 10,757 教育委員会

■ 空調設備等借上料（幼稚園） 3,279 教育委員会

■ 小中学校PTA補助金 1,545 教育委員会

■ 体育協会補助金 3,750 教育委員会

■ 給食委託料 81,189 教育委員会

■ 給食用品費 92,545 教育委員会

■ 町外幼稚園及び町外小中学校等給食費補助金 4,375 教育委員会

【暮らしやすい快適なまちづくり】 （単位：千円） 担　当　課

■ 比企広域消防組合常備消防費負担金 277,396 総務政策課

■ 比企広域消防組合非常備消防費負担金 16,036 総務政策課

新 ■ 防災行政無線デジタル化等整備工事 274,500 総務政策課

■ 環境基本計画策定業務委託料 1,800 環　境　課

新 ■ 滑川町災害廃棄物処理計画策定業務委託料 4,301 環　境　課

■ 住宅用太陽光発電システム設置事業補助金 2,000 環　境　課

■ 一般廃棄物収集運搬業務委託料 70,000 環　境　課

■ 生活環境パトロール町内美化推進事業委託料 1,366 環　境　課

■ 埼玉中部資源循環組合負担金 26,595 環　境　課
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（単位：千円） 担　当　課

■ 小川地区衛生組合塵芥処理費負担金 143,020 環　境　課

■ 小川地区衛生組合し尿処理費負担金 49,338 環　境　課

■ 下水道事業特別会計繰出金 100,000 環　境　課

■ 農業集落排水事業特別会計繰出金 58,000 環　境　課

■ 浄化槽事業特別会計繰出金 10,000 環　境　課

■ ため池耐震性点検・ハザードマップ作成業務委託料 16,400 産業振興課

■ 交通安全施設維持工事 3,200 建　設　課

新 ■ ＬＥＤ街路灯賃貸借料 1,728 建　設　課

■ 町道改良物件移転補償料 5,100 建　設　課

■ 社会資本整備総合交付金事業道路等工事 50,000 建　設　課

新 ■ 公共施設等適正管理推進事業舗装修繕等工事 24,000 建　設　課

新 ■ 開発許可システム導入支援委託料 1,294 建　設　課

■ 公園等植栽管理委託料 4,498 建　設　課

【特性を活かした活力ある産業のまちづくり】 （単位：千円） 担　当　課

■ 谷津の里運営管理委託料 1,694 産業振興課

■ 伊古の里運営管理委託料 3,240 産業振興課

■ 農道ため池等補修工事補助金 4,320 産業振興課

■ 団体営両表・大木地区土地改良事業補助金 2,385 産業振興課

■ 団体営羽尾中部地区土地改良事業補助金 4,500 産業振興課

■ 多面的機能支払交付金 9,907 産業振興課

■ 商工会補助金 6,330 産業振興課

■ 耐震・住宅リフォーム補助金 300 産業振興課

■ 企業誘致奨励金 7,553 産業振興課

【町民との協働による自立可能なまちづくり】 （単位：千円） 担　当　課

■ 議員年金給付費負担金 14,119 議会事務局

■ 行政バス運行業務委託料 3,000 総務政策課

■ 第５次滑川町総合振興計画・前期基本計画推進業務委託 972 総務政策課

■ 総合行政システムIDC使用料 3,177 総務政策課

■ 情報系ネットワークシステム機器等借上料 13,019 総務政策課

■ まち・ひと・しごと推進審議会委員報酬 101 総務政策課

■ 婚活支援事業結婚支援員報奨金 150 総務政策課

■ 婚活支援事業補助金 400 総務政策課

■ コミュニティセンター運営管理委託料 17,860 総務政策課

■ 区長等報酬 14,283 総務政策課
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